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富山県カーボンニュートラル戦略の進捗について

令和７年１１月2５日
富山県環境保全技術講習会



2令和５年３月 「富山県カーボンニュートラル戦略」 概要版 より

・国の目標▲46%を
上回る

富山県カーボンニュートラル戦略の目標
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特に注力すべき項目
（大幅削減が必要とされる分野）

【産業】
・省エネ設備・機器の導入
（再エネの導入を含む） △347

【家庭】
・住宅の省エネルギー化 △61
・省エネ機器の導入 △139

【業務】
・建築物の省エネルギー化 △104
・省エネ機器の導入 △110

【運輸】
・公共交通機関利用促進等 △352
・電動車普及等 △293

令和５年３月 「富山県カーボンニュートラル戦略」 概要版 より

富山県カーボンニュートラル戦略の目標 （削減必要量の内訳）



■ 2022年度（速報値） 排出量は、１，０２６万トン

前年度より減少、

想定値※に対してオントラック（順調に推移）

※ 想定値：2030目標達成に向けて2022時点のあるべき姿を機
械的に逆算したもの。 2022年度想定値は１，０２８万トン

4グラフ： 令和７年６月 富山県カーボンニュートラル推進本部会議資料 より

温室効果ガス排出量の推移
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CO2排出量の推移（2013年度を100とした場合）

順調に削減

（参考） その他の部門 （家庭部門 業務部門 運輸部門） の推移

産業部門 詳細
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（参考） 富山県内の製造業におけるエネルギー消費量と製造品出荷額等

製造品出荷額：増加傾向
エネルギー消費量： 減少傾向

省エネ対策の導入が進んでいる

※ エネルギー消費量削減の主な要因：
化学工業でエネルギー消費量が大幅に減少。

コロナ禍

産業部門 詳細



GXとは？

グリーントランスフォーメーションの略。
簡単に言うと、化石燃料をできるだけ使わず、クリーンなエ
ネルギーを活用していくための変革やその実現に向けた活
動のことです。

化石燃料に頼らず、太陽光や水素など自然環境に負荷の少
ないエネルギーの活用を進めることで二酸化炭素の排出量
を減らそう、
また、そうした活動を経済成長の機会にするために世の中
全体を変革していこう、
という取り組みです。

脱炭素を巡る事業環境の変化

2022年7月 GX実行会議開始

2023年２月 GX実現に向けた基本方針 閣議決定

２０２３年5月 GX推進法成立

2023年7月  GX推進戦略 閣議決定

2025年2月  GX2040 ビジョン 閣議決定

2023～ GXリーグ試行

2024～ GX移行債発行、GX推進機構設立

2023.12 分野別投資戦略、先行投資支援
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排出量取引制度と化石燃料賦課金 「GX2040ビジョンの概要」（令和７年２月 内閣官房GX実行推進室）

脱炭素を巡る事業環境の変化

2026～本格稼働

202８～ CO2排出＝
コストの時代

10万t以上
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脱炭素を巡る事業環境の変化

「供給網全体の排出量」の開示義務 金融庁 （第３回サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ）

上場企業に対し取引先など供給網全体の排出量の情報開示を義務化

自社分だけでなく、調達・輸送などの取引先を含む排出量も対象

⇒ 中小企業を含むサプライチェーン全体への波及が加速

３月５日
最終化

２０25年度～ 任意適用開始



富山県版 GX取組み手引書
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富山県版 GX取組み手引書



支援制度など

＜富山県の支援制度＞
・脱炭素化モデル
中小企業育成事業費補助金
・EV導入支援事業費補助金
・充電インフラ
導入支援事業費補助金 など

＜市町村の支援制度＞
・・・

＜国の支援制度＞
・省エネ診断
・SHIFT事業
・ものづくり補助金
・省エネ・非化石転換補助金
・ZEB補助事業
・脱炭素ビルリノベ事業
・CEV補助金
・自家消費型太陽光発電・蓄電池導入補助金 など

中小企業等の
カーボンニュートラル支援策
（環境省・経済産業省）

２０２５．４

とやまカーボンニュートラルポータル
＞事業者の皆さんへ
＞国・自治体の支援制度

12

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
https://www.carbon-neutral-toyama.jp/enterprise/support-enterprise
https://www.carbon-neutral-toyama.jp/enterprise/support-enterprise
https://www.carbon-neutral-toyama.jp/enterprise/support-enterprise
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CO2排出量の推移（2013年度を100とした場合）

補足） そのほか （家庭部門 業務部門 運輸部門） の進捗

達成だが、近年増加／横這い

18％未達、
近年横這い

家庭部門

業務部門 運輸部門



排出量削減の進捗

産業
○

（順調に削減）
・脱炭素、ＧＸ対応が企業の存続を左右
・引き続き、着実に対応していく必要がある

家庭
×

（18%未達）

・ここ数年は横ばいで、削減が進んでいない
・住宅の省エネ化や省エネ機器の導入など、対策の大
幅強化が必要

業務
△

（達成だが前年度比増加）
・建築物の省エネ化や省エネ設備・機器の導入など、
継続的な対応が必要

運輸
△

（達成だが前年度比横ばい）
・公共交通機関の利用促進や自動車の電動化など、継
続的な対応が必要

補足） そのほか （家庭部門 業務部門 運輸部門） の進捗

家庭部門（住宅内のエネルギー消費）について、今後大幅な削減が必要です。
カーボンニュートラルの実現には、個人の「暮らし方」も大きく影響します。
節電などの省エネ行動、住宅の断熱リフォーム、家電・設備の省エネ化、太陽光
等創エネ設備の導入など、暮らしを脱炭素型にシフトすることは、光熱費の削減
のほか、快適性の向上、健康、防災面でも利点があります。
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